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最近の道内景気は、低迷しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から増加している。個人消費は、経済対策の

効果は見られるものの、雇用・所得環境の悪化から弱い動きとなっている。設備投資は企業

収益の低迷から大幅に減少している。住宅投資は、新設着工戸数の大幅な減少が続いている。

生産活動は持ち直しの動きが見られる。また、雇用情勢は一部に改善の動きが見られる

が、有効求人倍率は前年を下回る状況が続き厳しい状況となっている。企業倒産は、建設業

の倒産が減少するなど件数は前年を下回っているものの、負債総額は大型倒産などにより増

加した。
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①個人消費～厳しい状況

１０月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲６．５％）は、主力の衣料

品（同▲７．４％）のほかすべての品目で前年

を下回った。スーパー（同▲２．５％）も、飲

食料品（同▲１．６％）のほかすべての品目が

前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．０％）

は、６ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～大幅減少が続く

１０月の新設住宅着工戸数は、２，６１０戸（前

年比▲１６．８％）と、１３ヶ月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（前年比▲９．６％）、

貸家（同▲２２．２％）、分譲（同▲９．５％）とそ

れぞれ前年を下回った。

４～１０月の着工戸数累計では、１７，０４３戸

（前年同期比▲３７．３％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（同▲１４．９％）、貸家（同

▲４８．４％）、分譲（同▲４８．１％）とそれぞれ

が前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は持ち直しの動き

１０月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、電気機械工業などが上昇し、鉄鋼業やパ

ルプ・紙・紙加工品工業などが低下した。

前月比では▲０．７％と７ヶ月ぶりの低下、

前年比では▲７．７％と１５ヶ月連続の低下とな

った。

④公共投資～４ヶ月連続で前年を上回る

１０月の公共工事請負金額は、９２２億円（前

年比＋５０．７％）と４ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋６９．０％）、道

（同＋５３．２％）、市町村（同＋２７．４％）とそれ

ぞれ前年を上回った。

４～１０月の累計では請負金額７，２５２億円

（前年同期比＋１０．８％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３９倍となり、前月比では０．０１ポイントの

上昇、前年比では０．０６ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲３．７％と２０ヶ月連続

で前年を下回った。業種別では、建設業（前

年比＋３１．０％）や運輸業・郵便業（同＋１６．１％）

などは増加したが、小売業（同▲１６．１％）や

宿泊業・飲食サービス業（同▲１５．５％）など

が減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～前年を下回る

１０月の来道客数は、１，０１３千人（前年比

▲１１．５％）と１７ヶ月連続で前年を下回った。

４月～１０月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや新型インフルエンザの影響もあ

り、７，３６１千人（前年同期比▲７．３％）と前年

を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比２７．１％

減の３０１億円、輸入が同４４．２％減の８８２億円と

なった。

輸出は、一般機械や自動車などが減少し２

ヶ月ぶりに前年を下回った。

輸入は、原油・粗油や肥料、とうもろこし

などが大きく減少し、１２ヶ月連続で前年を下

回った。

⑧倒産動向～件数は小売業が最多となる

１１月の企業倒産は、件数は３５件（前年比

▲３８．６％）、負債総額は１５２億円（同＋１２２．１％）

と件数は前年を下回ったものの、大型倒産が

あり負債総額は増加した。

業種別では、消費低迷の影響から小売業が

９件と最も多く、建設業・製造業が各７件と

なった。

４月～１１月の累計では、件数は３３８件（前

年同期比▲３１．３％）、負債総額は１，４５５億円

（同＋３．５％）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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現状の北海道経済は、大型景気対策の

浸透とともに公共投資の増加や一部の耐

久消費財の売れ行きが堅調となるなど、

最悪期を脱した。２２年度の北海道経済

は、先行きの不透明感が払拭できず景気

回復の足取りは重いものとなろう。

需要項目別にみると、個人消費は、将

来不安などから消費者の家計防衛意識が

依然として根強く、総じて弱い動きとな

ろう。住宅投資は、幾分持ち直すものと

みられるが、極めて低水準にとどまろ

う。設備投資は、投資マインドの冷え込

みから減少しよう。公共投資は、国と地

方自治体の財政面の厳しさから減少しよ

う。

この結果、実質成長率は△０．４％（２１

年度△２．２％）、名目成長率は△１．２％

（同△３．４％）となろう。

１．平成２１年度北海道経済の概況

（１）国内経済の概況

２１年度の国内経済は、米国のサブプライム

ローン問題に端を発した２０年秋以降からの世

界的な景気後退から持ち直した。住宅投資や

設備投資は落ち込みが続いているが、政策支

援により公共投資が増加し、一部の家電製品

や乗用車など耐久消費財にも明るさがみられ

た。また輸出も、主要国による大規模な景気

対策が奏効し世界経済が持ち直したことから

増加に転じた。しかし、国内の雇用・所得環

境は依然として厳しく、政策効果も徐々に剥

落するものとみられる。また米国のドル安容

認観測を背景とした円高傾向の強まりから輸

出の鈍化が懸念され、今後、回復のテンポは

弱まるものとみられる。

（２）北海道経済の概況

北海道経済は厳しさが続いているが、国内

同様、景気対策の浸透とともに最悪の状況か

らは脱した。公共投資が増加し一部の耐久消

費財の売れ行きは堅調となった。

需要面をみると、公共投資は景気対策によ

り増加基調となった。住宅投資は将来不安か

ら極めて低水準となり、設備投資も大型投資

が一巡したことに加え、道内企業の投資マイ

ンドの冷え込みから減少した。個人消費は、

エコポイント制度の適用された一部の家電製

品や税制面で優遇された環境適応車などが好

調な売れ行きとなった。しかし、春先からの

低温・長雨などの天候不順や新型インフルエ

ンザの流行もあって、観光・レジャーなど個

人消費関連業種は低迷が続いた。

生産面では、鉱工業生産は２０年秋以降の急

激な落ち込みから持ち直しているが低水準に

とどまった。また、消費者の節約志向から低

価格化にも拍車がかかり、小売業など広範な

業種で売り上げが低迷した。

以上のような経済状況を勘案すると、２１年

度道内経済成長率は実質成長率△２．２％、名

目成長率△３．４％とみられる。

２．平成２２年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２２年度の国内経済は、２１年度補正予算の執

行停止にともなう政策効果の剥落により、年

平成２２年度北海道経済の見通し

要 約

― ４ ―
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度初めにかけて一時的な調整局面はあるもの

とみられる。しかし、年央に「子ども手当」

など家計支援策が実現見込みであり、緩やか

ながら回復過程に入ろう。

需要面をみると、雇用・所得環境に明確な

改善は見込まれず、個人消費や住宅投資は弱

めの動きで推移しよう。公共投資は、財政面

の制約から、公共工事予算が削減され減少し

よう。しかし、海外経済が安定を取り戻す中

で、自動車、電気機械関連を中心に輸出は増

加しよう。設備投資は設備過剰感が薄まると

ともに下げ止りとなろう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は国内経済同様、厳しさは残る

ものの、幾分持ち直すものとみられる。しか

し、景気の先行き不透明感は強く、多数の業

種で伸び悩み、回復の足取りは重いものとな

ろう。

需要面をみると、個人消費は「子ども手当」

など家計支援策が実現されるものの、総じて

雇用・所得環境に明るさはみられず、生活防

衛意識の強まりもあって低迷しよう。設備投

資は企業収益の悪化により減少しよう。公共

投資は減少に転じよう。住宅投資は極めて低

水準であるが、わずかに増加しよう。生産面

では一次産業で増加が見込まれるが多くの業

種で低迷し、総じてみれば前年を下回ろう。

この結果、２２年度道内経済成長率は実質成

長率△０．４％、名目成長率△１．２％となろう。

実質は３年連続、名目は１０年連続でそれぞれ

マイナス成長が見込まれる。なお、諸物価が

下落しデフレ色が強まっていることから、名

目成長率に比べ実質成長率のマイナス幅は縮

平成２２年度北海道経済の見通し

― ５ ―
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小するものとみられる。

（３）物価動向

今後の諸物価の動きをみると、企業物価

は、製品需給の緩和や円高の影響から輸入品

を中心に低下しよう。企業向けサービス価格

は、企業の経費削減意識の高まりから弱めの

動きとなろう。消費者物価は、円高を背景と

したガソリン・灯油などの石油製品および輸

入食品の価格低下、消費低迷による販売競争

の激化などから、総じて弱含みで推移しよう。

（４）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

２０年秋以降の世界的な景気後退が国内・道

内経済に波及し、企業経営は大きな打撃を受

けた。道内企業の人件費を削減する動きは依

然として強く、個人消費の動向を左右する今

後の雇用・所得環境は、一段と厳しさを増す

ものとみられる。

雇用環境をみると、介護・福祉、医療関連

などで新規求人数は増加基調となろうが、多

くの業種では抑制され、有効求人倍率や失業

率などの雇用指標は弱含みで推移するものと

みられる。

所得環境は、「子ども手当」による所得増

加が見込まれるが総じて厳しさが続き、賃上

げの見送りや企業業績が反映され易い賞与な

どの抑制傾向が強まるものとみられる。

家電製品のエコポイント制度、環境適応車

の優遇制度は継続の可能性が高く、また消費

者物価の低下により家計の購買力が高まる要

素は考えられるが、年金問題などの将来不安

や雇用不安が増していることもあり、消費者

の節約志向は根強いものとなろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

△０．１％、名目成長率△１．１％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

住宅投資を取り巻く環境は極めて厳しく、

雇用情勢の悪化や将来不安も強い。このよう

な状況から、住宅購入適齢層である３０歳代を

中心に住宅取得マインドは冷え込みが続くた

め新設住宅着工戸数は、２３千戸程度となろ

う。大幅な落ち込みが確実な２１年度実績見込

み（２２千戸）を幾分上回るものの、水準自体

は極めて低いものとなろう。

利用関係別にみると、貸家は、不動産投資

資金の流入により実需以上に高水準の着工と

なった１７年度前後の反動から減少が続いてい

る。来年度もその傾向は変わらず、わずかで

あるが減少しよう。持ち家は住宅用地が下落

していることから幾分増加しよう。分譲住宅

は、札幌市内におけるマンション在庫の過剰

感が薄らぎ、着工戸数は増加しよう。

この結果、住宅投資は実質成長率２．８％、

名目成長率０．９％となろう。

（ｂ）設備投資

鉄鋼、エネルギー関連などで大型投資が進

行しているものの、新規の大型設備投資計画

は少ない。企業収益の厳しさから設備過剰感

も強く、内外需要の低迷もあり、道内企業の

投資マインドは一層慎重感を増すものとみら

れる。

この結果、設備投資は実質成長率△５．２％、

名目成長率△６．１％となろう。

（ｃ）公共投資

北海道新幹線建設工事（新青森―新函館

間）の本格化などプラス要因はみられるが、

平成２２年度北海道経済の見通し

― ６ ―
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国と地方公共団体の厳しい財政状況を背景

に、公共工事関連予算は削減されよう。前年

度の大型景気対策による公共工事の発注増の

反動もあり減少に転じよう。

この結果、公共投資は実質成長率△８．８％、

名目成長率△１０．２％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、観光関連は、円高により東南

アジアを中心とする外国人観光客の減少が懸

念される。また、国内観光客は旅行需要の伸

び悩みから横ばい圏内で推移しよう。しか

し、道産品の根強い人気を反映した農畜産品

の出荷増、国内需要の緩やかな回復から工業

品の出荷増が見込まれる。

この結果、移輸出は実質成長率１．４％、名

目成長率０．４％となろう。

移輸入は、家電製品、乗用車などの耐久消

費財の移入が幾分増加するものとみられる

が、道内需要の弱さからわずかながら減少し

よう。

この結果、移輸入は実質成長率△０．２％、

名目成長率△１．４％となろう。

（５）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、２１年度の農業は天候不順な

どが影響し、畜産部門および耕作部門はいず

れも不振となったが、２２年度は増加に転じる

ことが見込まれる。畜産部門では、生乳生産

は消費低迷で大幅減となった反動から持ち直

すものとみられる。耕作部門では、北海道米

をはじめ道内農産品の需要が高まっているこ

とや、天候不順で不作となった２１年度の反動

増が見込まれる。このため作況が平年並みと

すると、農業総生産は４．９％増とみられる。

林業は、住宅着工戸数の持ち直しと、道産材

の需要が増していることにより、総生産は

１．９％増とみられる。水産業は、多獲性魚種

の漁獲量制限はあるものの、養殖漁業などの

底堅い推移が見込まれ、総生産は０．１％増と

みられる。

この結果、一次産業総生産は３．６％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は、国内需要の緩や

かな持ち直しを背景に２１年度に大幅減産とな

った自動車関連などで増加が見込まれ、総生

産は０．３％増とみられる。建設業は、住宅着

工戸数のわずかな持ち直しや本格化する新幹

線工事などが見込まれるが、公共工事や設備

投資の大幅減少により、総生産は５．９％減と

みられる。

この結果、二次産業総生産は２．７％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉、医療関連など

は底堅く推移するものとみられる。一部の家

電製品（地上デジタル放送切り替えを控えた

薄型テレビなど）や乗用車は堅調な売れ行き

となろう。しかし、景気の先行きに明るさが

みられず将来不安も増していることから消費

者の家計防衛意識が一段と高まろう。需要の

低迷を反映した企業間競争も激化し、販売価

格の低下にも拍車がかかり、多くの業種の売

上高は低迷するものとみられる。

この結果、三次産業総生産は１．１％減とな

ろう。

（平成２１年１２月８日公表）

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０年度

（実績見込み）

２１年度

（実績見込み）

２２年度

（見通し）
２０年度 ２１年度 ２２年度

民間最終

消費支出

１１２，３２９

（△１．５）

１０９，７６５

（△２．３）

１０８，５３８

（△１．１）
△１．７ △０．２ △０．１

政府最終

消費支出

４８，８５０

（０．４）

４９，０７４

（０．５）

４９，２９０

（０．４）
０．２ １．１ ０．８

総固定

資本形成

３４，６３４

（△２．２）

３２，２９１

（△６．８）

３０，０１１

（△７．１）
△３．８ △３．８ △５．８

住宅投資

設備投資

公共投資

４，８７２

（△１２．２）

１６，６７１

（２．８）

１３，０９１

（△４．１）

３，８４１

（△２１．２）

１４，２８０

（△１４．３）

１４，１７０

（８．２）

３，８７７

（０．９）

１３，４１４

（△６．１）

１２，７２０

（△１０．２）

△１４．１

１．６

△７．０

△１８．０

△１１．７

１２．７

２．８

△５．２

△８．８

移 輸 出 ５７，１０９

（△４．９）

５４，４１１

（△４．７）

５４，６１９

（０．４）
△５．３ △３．４ １．４

移 輸 入

（控 除）

７３，８２５

（△０．７）

７２，８７０

（△１．３）

７１，８６１

（△１．４）
△２．９ ２．４ △０．２

道内総支出

（支出側）

１８２，８４４

（△３．０）

１７６，６３５

（△３．４）

１７４，４５９

（△１．２）
△２．７ △２．２ △０．４

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第２表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０年度

（実績見込み）

２１年度

（実績見込み）

２２年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０年度 ２１年度 ２２年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，０９２

５，１１０

３７３

１，６０９

６，７０１

４，７３２

３２３

１，６４６

６，９３９

４，９６２

３２９

１，６４８

１．７

３．７

△３．６

△２．７

△５．５

△７．４

△１３．４

２．３

３．６

４．９

１．９

０．１

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３０，０２７

４０４

１５，６５８

１３，９６５

２８，４６５

４２３

１４，２７５

１３，７６７

２７，６８７

４０６

１４，３２０

１２，９６１

△６．９

２．８

△７．９

△６．０

△５．２

４．７

△８．８

△１．４

△２．７

△４．０

０．３

△５．９

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５２，０３７

２１，９３３

３１，３１６

６４，９８７

３３，８０１

１４７，７４１

２０，７６８

３０，８３６

６２，７８８

３３，３４９

１４６，０４３

２０，１７１

３０，５６６

６２，０２４

３３，２８２

△２．３

△５．９

△２．２

△１．５

△１．４

△２．８

△５．３

△１．５

△３．４

△１．３

△１．１

△２．９

△０．９

△１．２

△０．２

控除項目

（帰属利子等）
６，３１２ ６，２７２ ６，２１０ △０．９ △０．６ △１．０

道内総生産

（生産側）
１８２，８４４ １７６，６３５ １７４，４５９ △３．０ △３．４ △１．２

平成２２年度北海道経済の見通し
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（第３表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 ２０年度 ２１年度 ２２年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

△１．０

０．０

△０．７

△０．１

０．３

△０．７

△０．１

０．２

△１．０

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．４

０．１

△０．５

△０．４

△１．１

０．８

０．１

△０．４

△０．７

移輸出

移輸入 （控除）

△１．６

△１．０

△１．０

０．８

０．４

△０．１

道内総生産（支出側） △２．７ △２．２ △０．４

在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２２年度北海道経済の見通し
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― １１ ―

しぼ

新しい年が明けました。平成２１年は円高やデフレ懸念の追い討ちで景気浮揚の兆しが凋んだう

ちに暮れましたが、今年はどんな状況になるのでしょうか。ドバイ・ショックの今後の動向にも

よりますが、国内は目先、暗い経済見通しに覆われています。

北海道はどのような状況でしょうか。本号に掲載されている当行の平成２２年度の北海道経済の

見通しでは、公共投資は国と地方自治体の財政が厳しく、景気対策で増加した平成２１年度の反動

もあって大幅に減少し、設備投資も企業業績の不振から投資マインドが冷え込み、減少を見込ん

でいます。また、住宅投資はわずかに増加するものの極めて低い水準になると予測しています。

個人消費は、雇用・所得環境が一段と悪化する見込みから消費者の家計防衛意識が高まって弱い

動きとなり、観光産業も国内外の需要の冷え込みから厳しさが続き、実質経済成長率はマイナス

０．４％と３年連続で経済規模の縮小が継続するという見立てになっています。特に、民主党中心

の連立政権が発足し公共投資に全体的に厳しい抑制方針がだされたことは、北海道経済への悪影

響が見込まれます。

こうなると当分は頭を低くして雌伏するだけという、何とも夢も希望もない話になってしまい

ます。しかし嵐のときはじっと我慢するだけでなく、地面の下に深くしっかりと根を伸ばし、将

来巡り来る飛躍の時に備える時期でもあります。今回は僭越ながら、北海道はそのために何をな

すべきかを個人的に考察した内容をランダムに披瀝し、皆様の議論の叩き台にしていただきたい

と思います。小生は、今は北海道を離れて暮らす道産子のはしくれですが、道外から見ると北海

道の本当の良さが実感できるとともに、他方で、それを活かしきれていないもどかしさも感じま

す。「北海道の再生」が叫ばれて久しい昨今、早くそれが実現し、みのり豊かな大地が甦るよう念

じてやみません。

◆北海道の基幹産業は農業

１．北海道農業の現状

最初は、北海道の農業のあり方についてです。

わが国全体から眺めた北海道の特長は、広大な土地、豊かな自然環境、そして冷涼な気候とい

ったところでしょう。したがって、これらを活かした産業経済活動が北海道に期待されることと

なり、その結果導き出される一つの結論が、日本の食料生産および備蓄基地としての役割です。

わが国の食料調達（カロリーベース）の６割以上が海外からの輸入に頼っており、食料安全保障

の観点から自給率向上の必要性が叫ばれていますが、北海道はそれに応える機能を十分備えてお

り、またその義務を負っていると思います。明治以来の北海道開拓は、国力増強のための資源開

発の歴史といえますが、その主要部分は土地の開墾と食料生産にありました。冬場の厳しい自然

のなか、先人は米や雑穀、豆類などの生産に励み、あるいは牛や豚の飼育を通じて生乳や乳製

品、肉の生産など畜産・酪農業の基盤を作り上げてきたのです。

経営のアドバイス

道外から見た北海道の将来像のスケッチ
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス

― １２ ―

これら先人の遺産は、現在どうなっているのでしょうか。平成２０年度の道内総生産額に対する

農業生産額の割合は２．８％程度であり、全国水準の１．５％比では若干高いといえますが、建設業の

７．６％、製造業の８．５％、卸・小売や不動産・金融を含めた三次産業の８３．２％に比べると、いかに

も見劣りがします。因みに、全国統計では製造業生産額の比率は１８．３％、三次産業のそれは

６３．２％であり、北海道経済における三次産業への依存度が大きいことが分ります（全国統計は経

済産業省：全産業活動指数平成２１．８速報値）。つまり北海道は、生産地というよりも消費地なの

です。これでは北海道のアピールポイントはありません。せめて畜産、酪農を含めた農業生産額

のウエイトを、現在の年額５，０００億円から倍増の１兆円（総生産額比５％超）へ引き上げ、食料

供給基地としての特色を打ち出して欲しいところです。

北海道農業が不振である原因はどこにあるのでしょうか。農業所得の絶対水準が低いことやそ

の改善方策が見当たらないこと、就農者の老齢化と若年層の農業離れ、安価な海外産品の流入に

よる価額競争力の低下、国の農業政策とのミスマッチなど、諸々の要因が重なっていると考えら

れますが、一言でいえば、衰退一方の農業に魅力がなくなり、新たな就農者の絶対数が減ってい

ることにあるのでしょう。したがって農業を復活させるには、農業所得の増加と安定を図る方策

を打ち出すこと、若年層を含む新就農者の参入を促進すること、減反を中心とした農業政策の抜

本的転換を図ること等の施策が必要です。

２．農業経営システムの改革

これまでの農業経営は、個人所有の農地を基準にした小規模農作が基本で、これに農事行政と

系統機関組織（農業協同組合）が関りあって進められてきました。特に米や小麦等の主要農産品

は国の管理会計制度の下におかれ、国内の需給バランスと輸入品の動向を踏まえて、国内流通価

額と生産価額の制御が行われてきました。しかしこのシステムは、米の国内需要の減退と食生活

の多様化、海外産品の輸入圧力（保護関税の撤廃と輸入自由化要請）を前にして、いまや機能を

失いつつあり、大きな転換期を迎えています。

北海道農業を魅力ある産業に甦らせ、日本の食糧基地に発展させるにはどうすれば良いでしょ

うか。小生の手元にある「北海道再生のシナリオ」（平成１４年８月刊：北海道雇用経済研究機構

編）によれば、北海道農政部による「北海道レボリューション」の提言として、規制が多く新規

参入が困難であった従来型農業を大胆に見直し、小規模農業や異業種参入などの多様な生産者の

あり方を重視して、低迷する道内の農村人口の回復を目指すものとし、その柱に、①地域の魅力

や資源の再発見、②新規参入希望者が円滑に就農できる仕組み作り、③道内外の都市住民の意見

収集、を挙げています（同書２６４ページ以下：工藤 寛氏報告）。この提言の実行状況はトレース

できていませんが、小規模農業体制の見直しと異業種算入による経営規模の拡大、地域に合った

農業政策の展開等のアイデアは、おおいに参考になります。具体的には、農業をビジネスとして

捉え、企業経営の視点をそこに持ち込んで、アグリビジネスや会社方式による農業法人化を促進

し、大規模経営化を図ります。国の施策に従って米などを作付けそれを一定価額で買い取って貰

うだけの農業経営では、農作に対するインセンテイブが働かず、創意工夫による意欲的な農作を
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模索する就農者には歓迎されません。生産企画に基づく作付けにより高い収益確保を目指し就農

参加者にそれに見合う報酬を支払うこと、就農参加者に出資を求め経営参加を図ること、複数の

作物作付けによりリスク分散を図ること、独自の流通ルート確保を図り収益確保の多様化を目指

すことなどが、その骨子となります。北海道の特性である冬場の農閑期対策も必要となります

が、企業グループ内での他業務等での就労など、全体として安定的な雇用の創出が可能となりま

す。近代化された就労システムの下での就農であれば若年層の獲得は十分可能で、都市圏に集中

しがちな若年人口の地域分散を図る効果も期待できます。

作付け品目の中心は、やはり米でしょう。需要が減少しているとはいえ、依然日本人の主食で

あり需要の絶対量が多いからです。最近では北海道米の評価が高まっており、その点でも優位性

があります。ただし減反政策は、現状でもこれに不参加の農業者が数多く、かつ大規模農業経営

には不向きであり生産効率改善の努力を殺ぐことになりますので、即刻中止すべきです。米の食

用としての国内需要が落ちているのなら、その分を輸出に回せばよいでしょう。日本のジャポニ

カ米は、中国や韓国での高級米として需要が急増しており、その他の地域でもスシ米として好評

です。また近年は、米菓、米粉用のほか工業用としての需要も増加しており、米流通の完全自由

化も検討されるべきで、現在の食管制度のあり方を根本的に考え直すことも必要でしょう。米の

ほかにも、小麦や大豆、雑穀、根菜等、地域の特性、気候に合った作物も、このような大規模生

産体制での生産が可能で、それによる生産コストの抑制と付加価値の高い品目を生産できれば、

全国ブランドとして流通させることも出来ます。この方式は、農業だけでなく畜産や酪農の分野

でも展開が可能です。生産から加工、流通までを一貫して扱うことで、企業体としての収益力は

一層高まるでしょう。

３．異業種参入への支援

農業への異業種参入においては、思うような収益があげられずに撤退や廃業に追い込まれるケ

ースも少なくありません。その原因は、自然条件に左右される、生き物を相手にしている、投下

資金回収までのサイクルが長い、価額変動リスクが大きいといった農業の特殊性を十分に検討せ

ずに事業参入したことに求められます。したがって参入者は、事前の十分な準備と対策を採るこ

とが必要であるとともに、参入後も生産や収益が安定するまでの間を辛抱する情熱が求められま

す。この面では行政や金融面でのバックアップも必要でしょう。

ここで、農業法人への金融支援についても付言しておきましょう。これまで農業分野への金融

は、金融リスクの評価が困難なこともあって、主に農協系統機関が担ってきましたが、ここに来

て、法人化、大規模経営化、異業種からの参入等の動きが活発になり、民間金融機関による金融

支援の取組みが目立つようになりました。しかし、農業は天候の影響を受けやすく、その結果で

収益性が大きく変動します。また酪農や畜産業においても、たとえば子牛から搾乳牛や肉牛に育

てる期間が長く、経営環境が悪化するリスクがそれだけ大きくなります。さらに農業者の保有資

産は農地や農業設備、農機具類であり、それらを担保取得しても換金処分時の制約があり、リス

クに見合う債権保全が難しい面があります。この点については、日本政策金融公庫と融資実行金
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融機関がクレジット・デフォルト・スワップ（CDS）を締結しリスクヘッジする信用補完スキー

ムが開発されています。また、畜産農家向け融資の債権保全手段として、動産や売掛金債権を担

保とする「動産・債権担保融資（ABL）」の手法が開発され、利用されるようになりました。そ

の場合の主な担保動産は肉牛や豚ですが、肥育途中の家畜を売買する公的な市場がないため時価

評価が困難である欠点があります。これについては、日本政策金融公庫が開発した「畜産ABLス

キーム」を利用して解決する仕組みも用意されています。このほかに、農業ファンドを設立して

農業者を金融面から支援する動きもあり、農業金融分野の今後のさらなる拡大が期待されるとこ

ろです。

◆食料備蓄・流通基地としての機能の発揮

わが国の食料供給基地としての北海道の役割は、さらに備蓄機能を付加することでその存在価

値をより高めることができます。北海道には既に自然冷熱エネルギーを利用した食料貯蔵技術の

蓄積があり、たとえば雪を利用した冷蔵・冷房システム、ヒートパイプを使った人工凍土貯蔵シ

ステム、アイスシェルター等の技術を用いて、膨大な雪と広大な土地を活かした低管理コストの

大規模低温倉庫を建設し、国内各地の需要にタイムリーに応える態勢を構築して、わが国の食料

安全保障対策上のニーズにマッチした備蓄を行うのです。また、食料備蓄を核とした周辺事業の

育成（産業クラスターの創造）も可能となります。それゆえ食料備蓄設備は、道内の拠点に分散

して設置することが望ましく、生産地から近く空港や港湾等の積出施設に隣接していることが立

地要件となります。

さらに貨物の流通基地（物流基地）として、新千歳空港を活用できないでしょうか。北海道は

北米大陸、欧州、ロシアを含む極東アジアの近くに立地しており、わが国の北の玄関としての物

流基点となる優位性があります。現に沖縄は、全日空が東南アジア方面主体の航空貨物集約基地

として利用しています。新千歳空港の２４時間稼働化や空港発着料の値下げとともに、「苫東」の

遊休地や港湾を利用した備蓄設備の整備を合わせて実施すれば、ジェット燃料やその他の輸送コ

ストの節減が可能となる航空会社のメリットは大きく、その利益を享受できる荷主の理解も得ら

れるのではないでしょうか。

◆観光北海道の将来

北海道観光局統計によれば、平成２０年度の北海道への観光客入込客数（実人数ベース）は、総

数４，７０７万人、うち道外客は６２８万人で、前年実績を５％程度下回りました。また、道外客のうち

外国人客は６９万人で前年比３％の減少となっています。この年度は、後半の世界的金融不安と景

気の後退による影響を受けたため、前年比落込みを余儀なくされましたが、外国人客に限っては

平成１６年の４２万人から平成１９年の７１万人まで一貫して増加しており、特に台湾、香港、中国本土

からの中国人と韓国人の増加振りが顕著であり、その他地域ではオーストラリア人の入込みが年

間３万人前後に達しています。外国人観光客は、夏場のみでなく冬のスキーシーズンの来道も多

いのが特徴で、北海道の冬場観光が彼らにとっては魅力となっているようです。
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北海道における観光総消費額は１兆３，０００億円前後に上り、総就業者数も１６万人と推定され

て、道内経済及び雇用に与える影響は非常に大きなものがあり、今後もその地位は高まっていく

ことが予想されます。ただし観光客の地域別の入込み状況の割合は、札幌や支笏洞爺を中心とし

た道央圏が５５％と他を圧倒し、旭川を含む道北圏が１７％、函館圏が８％と続き、十勝圏、オホー

ツク圏、釧路・根室圏が各６％台となっています。集客力がある観光拠点や売り物のイベント等

がある地域が強いのは当然ですが、道外客や外国人客の観光目的は意外に多様化しており、それ

ぞれの地域が工夫を凝らした集客努力をすることが、北海道観光のブランド力アップにつながる

と考えられます。

「観光北海道」を売り込むには、観光産業を基幹産業に位置付け、観光業者だけでなく農業、

畜産業、食品その他加工業、運輸業、商業等と行政が連携した、官民一致の取組みが必要でしょ

う。観光客の北海道に対する評価を見ても、自然環境の素晴らしさを賞賛する声が多い反面、ホ

スピタリテイの不足、接客態度への不満、料理メニューがお仕着せで工夫が乏しいこと、値段が

高いこと等が指摘されており、改善の余地が多いと思われます。特に、今後とも主要顧客層にな

りそうな外国人観光客に対する支援サービスの充実は、インフラの整備も含めて真剣に取り組む

必要があります。

◆北海道新幹線ほか交通インフラの整備

交通インフラ面の大きな課題である北海道新幹線の札幌延伸プロジェクトについては、どのよ

うに考えるべきでしょうか。民主党政権となって公共事業への予算配分が大幅に見直されること

になり、全国の新幹線工事予算も白紙に戻して再検討されるようです。北海道新幹線について

も、青森・函館間の敷設工事は続行されるでしょうが、札幌までの延伸工事着工認可は予断を許

しません。九州新幹線のように末端の区間（新八代・鹿児島中央間）を先行完成させ、途中区間

（博多・新八代間）を後回しにするような作戦が欲しかったところですが、今となっては、函館

までの開通で一区切りという判断を覆すためには相当の努力が必要です。北海道経済に与える相

乗効果や地域振興のためという理由だけでは、インパクトとして弱過ぎます。やはり、わが国全

体の経済発展や社会インフラの整備という大きな視点から、北海道新幹線敷設の意義と早期完成

の必要性を説き、道民あげてその完成を待望し協力する姿勢が求められるのではないでしょう

か。

札幌まで新幹線が開通した場合、東京・札幌間の所要時間は最速列車で４時間程度の見込みで

す。これに対し現在、東海道・山陽新幹線で航空機に対抗できている区間は広島までであり、そ

の所要時間は約４時間です。これには広島空港から市内までの車移動に１時間を要するという、

航空機側に不利な事情も働いています。ここは道民の皆様の積極的な利用姿勢が望まれます。

小生としては、北海道新幹線プロジェクトを推進するポイントとして、以下の２点を挙げたい

と考えます。一つは、仙台圏を中心とした東北地域との人的・物的交流を基盤とした経済効果を

強調することです。首都圏とのアクセス目的だけでは新幹線の必要性が乏しく、採算上も疑問が

呈せられそうです。さらに、貨物物流手段としての意義を強調してはどうでしょう。夜間の貨物
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輸送に新幹線を利用し、物流基地としての北海道と首都圏や仙台圏を数時間で結ぶ構想です。モ

ーダルシフトを推進する有効な手段ではないでしょうか。

新幹線以外の道内の交通インフラでは、空港とそれらを結ぶ道路網の整備が重要です。人口の

札幌圏集中を抑止するためにも、地方拠点都市の生活基盤の充実は重要ですが、最近は採算上の

問題から地方や離島の空港維持が懸念される状況が生まれています。JR線が廃止され、いまや

空港が唯一の交通インフラとなってしまった地域にとっては、それが不採算を理由で一方的に閉

鎖されることは都市機能の停止を意味し、住民の生活権を脅かす結果となります。ここは行政が

関与して、たとえ赤字でも地域住民の福祉のためそれを維持することが必要でしょう。それとと

もに、拠点都市間を結ぶ道路網（高速道路ではありません）の整備と維持管理が求められます。

◆重要な地域振興策

北海道の人口は現在約５５０万人、その半数が札幌圏に居住しています。大消費都市である札幌

は、過疎地からの流入人口を抱え、過重な行政サービスの負担に喘いでいるように見えます。こ

の状況を改善するには地方の拠点都市を中心に人口の分散化を図ることが求められ、地域振興の

グランドデザインを描いて有効な施策を講ずる必要があります。目下検討されている行政区画の

再編成も、その一環として行われるべきでしょう。

平成３５年の北海道の総人口は４４１万人と予測され（社会保障・人口問題研究所推計）、札幌圏の

人口集中傾向が続けば、地方都市の人口はますます減少し、少子化、高齢化現象が進むなかで、

地方都市は高齢者の構成比率が一段と進み活力が失われていきます。それを食い止めるには、こ

れまで述べたような農業振興、食料備蓄、流通基地化のほか、地域の特性を活かした産業育成策

を導入して、若年層の定着化を図ることが必要でしょう。

道州制導入を先取りして地域の特性にマッチした独自の行政ルールを策定し、活力ある地域産

業の育成を図って、北海道がわが国北部の豊かな生活基地として発展することが期待されます。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６２／本文／０１１～０１６　経営のアドバイス（高橋）  2009.12.15 17.01



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年７～９月 １０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 r ８９．８ △１２．６ r ８４．１ △２０．１ r ９２．６ △１０．６ r ８５．２ △１９．３ r ９４．７ △７．６ r ９４．７ △１２．１

２０年 １０月 ９７．２ △６．３ １００．１ △６．６ ９９．４ △３．８ １００．９ △７．１ １０１．７ △０．２ １０８．９ ４．４
１１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ ８３．９ △１９．０ ９３．２ △８．３ ８４．２ △１９．０ ９４．７ △８．１ ９５．１ △１０．３
９月 r ９１．１ △８．５ r ８５．７ △１８．４ r ９５．４ △５．８ r ８７．７ △１６．８ r ９４．７ △７．６ r ９４．７ △１２．１
１０月 p９０．５ △７．７ p８６．１ △１５．１ p９３．９ △６．４ p８８．８ △１３．０ p９２．９ △８．６ p９３．３ △１４．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５△５．６ ２０６，６０３△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年７～９月 ２２３，６８９△４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５△６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７
４～６月 ２２７，１５６△５．１ ４８，１７４ △６．７ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，６０２ △３．９ ３１，１８３ △４．１
７～９月 r ２２７，７０１△３．５ r ４７，９９１ △７．０ r ６２，９８８ △４．１ r １６，９１３ △９．８ r １６４，７１３ △３．３ r ３１，０７７ △５．４

２０年 １０月 ７５，１８９△６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，７０６△３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１△２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９△７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２△５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０△７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４△６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２△１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９△４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 ７５，０２３△５．１ １６，０２９ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，６５４ △５．３ １０，２３７ △５．４
７月 ７９，９５５△４．２ １７，３６０ △８．４ ２４，１２１ △３．３ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６３０ △６．１
８月 ７６，０２３△４．５ １５，６９６ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０１ △５．７
９月 r ７１，７２２△１．６ r １４，９３５△５．６ r ２０，１７４ △１．６ r ５，１８９ △７．８ r ５１，５４９ △１．７ r ９，７４６ △４．３
１０月 p ７２，８５８△３．６ p １５，６０８ △７．２ p １８，９６５ △６．５ p ５，５８５ △１０．６ p ５３，８９３ △２．５ p １０，０２３ △５．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６２／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.12.18 14.22.10  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３

２０年 １０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △ ４．２
１９年度 １６９，１４９ △ ４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △ ７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △ ３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △ ３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年７～９月 ４０，０４８ △ ２．４ １１，００３ △ ９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △ １．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △ ７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △ ３．１ １，０４９，９２３ １．４

２０年 １０月 １１，５９１ △ ８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △ ５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △ ６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △ ３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △ ９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △ ８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △ ９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △ １．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △ ３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △ １．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △ ３．５ ３７２，４２８ △ ２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △ ６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △ ７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △ ９．６ ３３９，５６７ ７．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６２／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.12.18 14.22.10  Page 18



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３

２０年 １０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６５６ △１０．２ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６９１ △３．８ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２

２０年 １０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９２２ △１０．２ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，０１１ △１０．０ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１３３ △３．３ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２８ △７．３ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２３１ △０．１ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，０１３ △１１．５ ０．３９ ０．４２ － ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６２／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.12.18 14.22.10  Page 19



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，０７３ △１．１ ７１１，４４９ △１６．４ １，５５２，３９２ １１．９ ７１８，７１６ △４．１

２０年７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５

２１年１～３月 ６３，６８６ △３５．９ １１１，９０５ △４６．９ ２１８，７９４ △４４．８ １２０，５４８ △３７．０
４～６月 ５６，７５４ △４６．９ １２８，１５７ △３８．５ １９４，２１６ △５９．０ １１９，４６７ △４０．１
７～９月 r ９６，３１２ △２０．４ r １４４，６４６ △３４．４ r ２３３，６０６ △５３．６ r １３３，８１９ △３９．７

２０年 １０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５３ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２８８ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 ２２，７０１ △３７．９ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１５３ △４２．９ ４１，７４７ △３６．６
４月 １９，２８８ △４５．５ ４１，９５８ △３９．１ ７６，４１７ △４３．４ ４１，２９５ △３５．８
５月 １９，８１５ △４３．１ ４０，２０４ △４０．９ ６１，１４２ △６６．１ ３７，２３５ △４２．４
６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９９５ △３５．７ ５６，６５７ △６４．３ ４０，９３７ △４１．９
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４４０ △３６．５ ６８，０５１ △５５．２ ４４，６６５ △４０．８
８月 ２２，７６４ △４７．０ ４５，１０４ △３６．０ ７２，６１３ △５９．８ ４３，２８８ △４１．２
９月 r ３７，２７８ ８．７ r ５１，１０２ △３０．６ r ９２，９４２ △４５．６ r ４５，８６６ △３６．９
１０月 p ３０，０５６ △２７．１ p ５３，０８９ △２３．２ p ８８，１６７ △４４．２ p ４５，０１８ △３５．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６

２０年 １０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６２／本文／０１７～０２０　主要経済指標  2009.12.18 14.22.10  Page 20
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